
【導入】

2014年、京都市内を運転していたある女性。
彼女は突然、反対車線をはみ出した車と正面衝突する事故に巻き込まれました。

事故の影響で障害を抱え、仕事や日常生活がままならなくなっていった彼女。

その後、勇気をふり絞って、弁護士に会いに行きました。

自らの障害を裁判で認めてもらうためです。

働けなくなった彼女は、得られなかった収入と、障害による苦痛を「損害賠償」として請求しました

藁にもすがる思いで行った裁判。

しかし、行われた裁判の過程は、彼女にとって受け入れがたいものだったのです。

本弁論では損害賠償の現状とその解決を訴えます。

【現状】

①

「損害賠償」とは事故やトラブルで発生した損害を裁判所が判断し、支払われる賠償金を指します。

②

昨年度行われた民事裁判3,640件のうち、6割にあたる2,067件で損害賠償に関連した裁判が
行われており、裁判の中でも多くを占めています。

③

損害賠償のわかりやすい事例として、冒頭のような交通事故のケースを紹介します。

車を運転していた女性は、反対車線の車と衝突し、身体に後遺症が残りました。

さらに、事故のショックでPTSDを発症したことから、相手の運転手を訴えたのです。
これを受けて、裁判所は判決を下し、このトラブルは終息したかのように思われました。

しかしこの中で示されていないことがありました。それは損害賠償の判断方法です。

彼女は、事故の影響で仕事ができなくなったことから、その分の賠償金を請求していましたが、

これは認められませんでした。

もっとも、問題は、裁判所が被害者の被害状況についてどのように認定したことによって賠償金を

認めなくなったのか、といった、「判断方法」を示さなかった点にあります。

④

裁判所が賠償金の判断方法を示していない状況は、1件だけにとどまりません。裁判所は「賠償金に関する
判断の根拠を明らかにする必要はない」という方針を示しており、損害賠償の具体的な判断方法を示さないことが、

裁判における通例となっているのです。

こうした状況に対して、令和4年度では、損害賠償に関する控訴上告のうち、裁判所の判断方法が不明であることを
理由に、14件の控訴上告が行われていました。

この14件という数字は、一見少ないようにも思われます。しかしながら、この控訴・上告を行うためには、争点となる
賠償金の判断方法が示される必要があります。そのため、裁判所の判断方法が示されていないことで、その判断が

おかしいと思っていても、控訴・上告するための要件を満たしておらず、裁判をすることができません。

そのため、損害賠償の判断がおかしいと思っても、控訴・上告ができない当事者はさらに多く存在すると



考えられるのです。

実際、日本弁護士連合会は損害賠償の判断方法がわからず、当事者が困難を抱えていると把握しており、

政府に対して意見書の提出を行っています。

以上により、裁判当事者は、損害賠償の判断方法がわからないことについて問題視していることがわかります。

⑤政府の方針

こうした状況について、新潟大学の岩嵜教授は、「損害賠償の判断が、曖昧な方法で行われている」と指摘していま

す。これに対し、2007年の国会答弁では、最高裁判所長官代理が、「損害賠償の判断方法を明確化するよう検討
する」という旨回答しているものの、その後変化していません。政府からも必要性が指摘されていますが、15年間改
善しないままなのです。

【現状のまとめ】

以上をまとめると、被害の補償となる損害賠償は、その判断方法が明らかになっていません。

これに対し当事者は控訴上告をしていたり、または控訴上告すらできていなかったりします。

裁判所もこの問題を認識していますが、損害賠償の制度は15年間改善されないままなのです。

【プラン】

こうした状況に対して、一点のプランを提案します。それは、損害賠償の判断方法を明文化させることです。具体的

には、民事訴訟規則において、裁判所は、損害賠償の判断方法を判決書に明文化し、また判決として言い渡さなく

てはならないとする文言を加えます。

判決を明文化することで、当事者は損害賠償の判断方法を知ることができるようになるのです。

【原因】

では現在なぜ明文化がされていないのでしょうか。

裁判所は、この理由として、裁判の中で判断方法を明らかにしてしまうと、後の裁判で、その判断方法を恣意的に利

用される恐れがあることを挙げています。その結果、裁判所は公平な判決を行うことができなくなると考えているの

です。

ですが、こうした懸念は大きな問題とは言えません。同様の懸念が挙げられていた事例として、

裁判所の保有する文書を公開する制度があります。これは、裁判所が情報の開示を求められたら一般に

公開するもので、裁判所の情報を明らかにする点で、判断方法の明文化と類似しています。

この制度が設立された当初も、公開された情報をもとに、裁判を有利に進めようとするなど、裁判に影響が生じる懸

念があったと考えられます。しかし制度が設立された2001年以降、特段の問題は生じませんでした。つまり、裁判所
の判断方法が明らかになったとしても、懸念が生じることは少ないと考えられます。

もっとも、裁判所は、依然として懸念が生じると考えています。

それでもプランを打つには、裁判所の考える懸念と、判断方法を明文化する必要性を比較して、裁判の形としてどち

らがより良い判断なのか考える必要があるのではないでしょうか。

【問題点・理念】

私の理想は当事者が損害賠償の結果を確実に信じられる社会の実現です。

昨年度行われた2,067件の裁判。数にすれば簡単ですが、当事者は一つ一つの裁判に人生を掛けてきました。

そして、賠償金の決定を任されているのは、裁判所ただ1つです。
裁判の当事者は、裁判所が厳正な判断を行っていることを信じるしかありません。

現在、裁判所は、基準が恣意的に利用されるという懸念から、判断方法を明らかにしていません。



判断方法が明らかになることで、後の当事者が裁判を有利に進めるために、裁判所の判断方法を歪曲して

利用する恐れがあると考えています。その結果、裁判所は、公平な判断ができなくなると懸念しているのです。

一方、現在判断方法が明かされていないことで、当事者は裁判所の判断についてどのように決めたのか知ることが

できず、これを受け入れることができていません。さらに、控訴・上告ができず、おかしいと思っても主張することが

出来ないのです。

仮に裁判所の判断方法が歪曲して利用されたとしても、裁判所は、自らの裁量でこの主張を退けることができます。

ですが、判断方法が示されていない当事者は、裁判を起こすことすらできません。裁判所の懸念が裁判中に起こる

のに対し、当事者は裁判という段階にすら進めずに、裁判所を信じるしかないのです。

したがって、たとえ懸念があったとしても、判断方法を明らかにし、当事者が損害賠償の結果を確実に信じられる社

会を実現しなくてはならないといえます。

【効果】

プランが実現し、判断方法が明らかにされれば、当事者は判決におかしいところがないかチェック

できるようになります。その結果、当事者は、要件を満たして控訴・上告できるようになるのです。

日本弁護士連合会も「損害賠償の判断方法を明文化することで、当事者がさらに主張しやすくなる」

と指摘しており、当事者にとって納得のいく裁判が行えるようになります。

このようなプロセスにより、当事者は損害賠償について裁判所の判断を確実に信じることができるようになるので

す。

【締め】

ギリシャ神話における法の女神、テミス。

最高裁にも検察庁にも、我が中央大学にも存在するテミス像は、いずれも皿を二つ吊るした

「天秤」を掲げます。

ものが乗れば傾き、さらに重いものが乗れば、また傾くだけの単純な「天秤」は、司法が誰の目から見ても明らかな

ものであるべきことを示しているのではないでしょうか。裁判所は、損害賠償という名の天秤を、ヴェールで覆ってい

ます。

天秤の傾きをこの目で見ることなく、テミスの伝える結果だけを信じることなど、決してあってはならない。

テミスの隠匿を明らかにできる社会の実現を願って、本弁論を終了いたします。

ご清聴ありがとうございました。


